
 

 

大阪広域環境施設組合条例第３号 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の給与に関する条例（平成27年条例第29号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げ

る規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に

二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）のうち、その標記部分が同一のものの改正前欄

に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定のように改め、その標記部分が異なるものの改正前

欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正

後欄にこれに対応するものを掲げていないものを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこ

れに対応するものを掲げていないものを加える。 

改正後 改正前 

（扶養手当） 

第12条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第２号から

第５号までのいずれかに該当する扶養親族

（第３項において「扶養親族たる父母等」

という。）に係る扶養手当は、この条例の適

用を受ける職員でその職務の級が７級以上

であるものに対しては、支給しない。 

 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる親族で、

職員と生計を一にし、かつ、主としてその

職員の収入により生計を維持するものをい

う。 

[削る]  

 

 

⑴～⑸ [略] 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当す

（扶養手当） 

第12条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第１号及び

第３号から第６号までのいずれかに該当す

る扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、

父母等」という。）に係る扶養手当は、この

条例の適用を受ける職員でその職務の級が

７級以上であるもの（以下「７級以上職員」

という。）に対しては、支給しない。 

２ [同左] 

 

 

 

⑴ 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下

同じ。） 

 ⑵～⑹ [同左] 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、



 

 

る扶養親族（次項において「扶養親族たる

子」という。）については１人につき13,000

円、扶養親族たる父母等については１人に

つき6,500円（この条例の適用を受ける職員

でその職務の級が６級であるものにあつて

は、3,500円）とする。 

 

４ 扶養親族たる子で15歳に達する日後の最

初の４月１日以降にあるものがいる場合に

おける扶養手当の月額は、前項の規定にか

かわらず、5,000円に当該扶養親族たる子の

数を乗じて得た額を同項の規定による額に

加算した額とする。 

 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族

の数の変更に伴う支給額の改定その他の扶

養手当の支給に関し必要な事項は、組合規

則で定める。 

第13条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父母等については１人につき6,500円（この

条例の適用を受ける職員でその職務の級が

６級であるもの（以下「６級職員」という。）

にあつては、3,500円）、前項第２号に該当

する扶養親族（以下「扶養親族たる子」と

いう。）については１人につき10,000円とす

る。 

４ 扶養親族たる子で15歳に達する日後の最

初の４月１日以降にあるもの（以下「特定

扶養親族たる子」という。）がいる場合にお

ける扶養手当の月額は、前項の規定にかか

わらず、6,000円に当該特定扶養親族たる子

の数を乗じて得た額を同項の規定による額

に加算した額とする。 

[新設] 

 

 

 

第13条 新たに職員となつた者に扶養親族

（７級以上職員等にあつては、扶養親族た

る子に限る。）がある場合、７級以上職員か

ら７級以上職員以外の職員となつた職員に

扶養親族たる配偶者、父母等がある場合又

は職員に次の各号のいずれかに該当する事

実が生じた場合においては、その職員は、

直ちにその旨を任命権者に届け出なければ

ならない。 

⑴ 新たに扶養親族たる要件を具備するに

至つた者がある場合（７級以上職員に扶

養親族たる配偶者、父母等たる要件を具

備するに至つた者がある場合を除く。） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 扶養親族たる要件を欠くに至つた者が

ある場合（扶養親族たる子又は前条第２

項第３号若しくは第５号に該当する扶養

親族が、22歳に達した日以後の最初の３

月31日の経過により、扶養親族たる要件

を欠くに至つた場合及び７級以上職員に

扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を

欠くに至つた者がある場合を除く。） 

２ 扶養手当は、新たに職員となつた者に扶

養親族（７級以上職員にあつては、扶養親

族たる子に限る。）がある場合においては、

その職員となつた日から、扶養親族たる配

偶者、父母等がある７級以上職員が７級以

上職員以外の職員となつた場合、扶養親族

たる配偶者、父母等で前項の規定による届

出に係るものがある６級職員が６級職員及

び７級以上職員以外の職員となつた場合又

は職員に同項第１号に該当する事実が生じ

た場合においては、その事実が生じた日の

属する月の翌月から、特定扶養親族たる子

でない者が特定扶養親族たる子となつた場

合においては、その事実が生じた日の属す

る月（その者の誕生日が４月１日であると

き又は扶養親族たる子でない者が特定扶養

親族たる子となつたときは、その事実が生

じた日の属する月の翌月）からその支給を

開始し、又はその支給額を改定する。ただ

し、新たに職員となつた者に扶養親族（７

級以上職員にあつては、扶養親族たる子に

限る。）がある場合、７級以上職員から７級

以上職員以外の職員となつた職員に扶養親



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（住居手当） 

第15条 住居手当は、次の各号のいずれかに

該当する職員に対して支給する。ただし、

組合規則で定める職員については、この限

りでない。 

 [⑴ 略] 

⑵ 第17条第１項又は第３項の規定により

単身赴任手当を支給される職員で、配偶

族たる配偶者、父母等がある場合又は職員

に同項第１号に該当する事実が生じた場合

において、その届出がこれに係る事実の生

じた日から15日を経過した後においてなさ

れたときは、その届出を受理した日の属す

る月の翌月からその支給を開始し、又はそ

の支給額を改定する。 

３ 扶養手当は、扶養親族たる配偶者、父母

等で第１項の規定による届出に係るものが

ある職員で７級以上職員以外のものが７級

以上職員となつた場合、扶養親族たる配偶

者、父母等で同項の規定による届出に係る

ものがある職員で６級職員及び７級以上職

員以外のものが６級職員となつた場合又は

職員に扶養親族たる要件を欠くに至つた者

がある場合においては、その事実が生じた

日（前条第２項第２号、第３号又は第５号

に該当する扶養親族（その誕生日が４月１

日である者を除く。）が扶養親族たる要件を

欠くに至つた場合においては、その事実が

生じた日の前日）の属する月をもつて支給

を終わり、又は当該月の翌月から支給額を

改定する。 

（住居手当） 

第15条 [同左] 

 

 

 

 [⑴ 同左] 

⑵ 第17条第１項又は第３項の規定により

単身赴任手当を支給される職員で、配偶



 

 

者（届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。以下同じ。）が

居住するための住宅を借り受け、月額

10,000円を超える家賃を支払つているも

の又はこれらのものとの権衡上必要があ

ると認められるものとして組合規則で定

めるもの 

[２ 略] 

（管理職員特別勤務手当） 

第26条 管理監督職員が臨時又は緊急の必要

その他の公務の運営の必要により所定の勤

務時間が割り振られた日以外の日に勤務を

した場合は、当該職員には、管理職員特別

勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理監督職

員が災害への対処その他の臨時又は緊急の

必要により午後10時から翌日の午前５時ま

での間（所定の勤務時間が割り振られた日

以外の日に含まれる時間を除く。）であつて

所定の勤務時間以外の時間に勤務をした場

合は、当該職員には、管理職員特別勤務手

当を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める額（前２項に規定する勤務に従事する

時間を考慮して組合規則で定める勤務をし

た職員にあつては、その額に100分の150を

乗じて得た額）とする。 

⑴ 第１項に規定する場合 同項の規定に

よる勤務１回につき、12,000円を超えな

い範囲内において組合規則で定める額 

者が居住するための住宅を借り受け、月

額10,000円を超える家賃を支払つている

もの又はこれらのものとの権衡上必要が

あると認められるものとして組合規則で

定めるもの 

 

 

[２ 同左] 

（管理職員特別勤務手当） 

第26条 管理監督職員が臨時又は緊急の必要

その他の公務の運営の必要により所定の勤

務時間が割り振られた日以外の日に勤務し

た場合は、当該職員には、管理職員特別勤

務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理監督職

員が災害への対処その他の臨時又は緊急の

必要により所定の勤務時間が割り振られた

日の午前０時から午前５時までの間であつ

て所定の勤務時間以外の時間に勤務した場

合は、当該職員には、管理職員特別勤務手

当を支給する。 

 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

 

 

 

⑴ 第１項に規定する場合 同項の規定に

よる勤務１回につき、12,000円を超えな

い範囲内において組合規則で定める額



 

 

 

 

 

[⑵ 略] 

（地域手当等の支給方法） 

第28条 地域手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、管理職手当、超過勤務手当、

夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別

勤務手当及び災害派遣手当等の支給方法に

関し必要な事項は、組合規則で定める。 

 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適

用除外） 

第31条 第６条第２項から第16項まで、第12

条及び第15条の規定は、定年前再任用短時

間勤務職員には適用しない。 

（育児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務職

員についての適用除外） 

第32条 第12条、第15条及び第17条の規定は、

育児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務職

員には適用しない。 

（当該勤務に従事する時間等を考慮して

組合規則で定める勤務にあつては、その

額に100分の150を乗じて得た額） 

[⑵ 同左] 

（扶養手当等の支給方法） 

第28条 扶養手当、地域手当、住居手当、通

勤手当、単身赴任手当、管理職手当、超過

勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管

理職員特別勤務手当及び災害派遣手当等の

支給方法に関し必要な事項は、組合規則で

定める。 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適

用除外） 

第31条 第６条第２項から第16項まで、第12

条、第13条及び第15条の規定は、定年前再

任用短時間勤務職員には適用しない。 

（育児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務職

員についての適用除外） 

第32条 第12条、第13条、第15条及び第17条

の規定は、育児短時間勤務に伴う任期付短

時間勤務職員には適用しない。 

備考 表中の[ ]の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線

は注記である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間におけるこの条例による改正後の職員の給与

に関する条例第12条の規定の適用については、同条第１項ただし書中「対しては」とあるのは「対

しては、支給せず、次項第６号に該当する扶養親族に係る扶養手当は、この条例の適用を受ける

職員でその職務の級が６級以上であるものとして組合規則で定める職員に対しては」と、同条第 

「⑸ 心身に著しい障害がある親族 

 



 

 

２項中「⑸ 心身に著しい障害がある親族」とあるのは                                    

       
                   ⑹ 配偶者（届出をしないが、事実上 

 

                   と、同条第３項中「13,000円」とあるのは「11,500円」   
 

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」 

 と、「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については3,000円とする」とする。 

（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

３ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年条例第16号）の一部を次のように

改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

   附 則 

[１～７ 略] 

８ 第２条の規定による改正後の職員の給

与に関する条例第６条第２項から第11項

まで、第12条及び第15条の規定は、暫定再

任用職員には適用しない。 

[９ 略] 

   附 則 

[１～７ 同左] 

８ 第２条の規定による改正後の職員の給

与に関する条例第６条第２項から第11項

まで、第12条、第13条及び第15条の規定は、

暫定再任用職員には適用しない。 

[９ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

 


